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研究成果の概要（和文）：第１に、理論研究に基づいて、組織社会化を通した海外子会社マネジメントに関する
先行研究の知見を体系的に整理するとともに、今後の研究課題を明らかにした。第２に、主に事例研究を通じた
定性研究を実施した。第３に、これらの理論研究および定性研究を通じて、本研究における仮説を構築した。第
４に、定量研究を通じて仮説を検証した。第５に、以上の３つの研究を統合し本研究の結論を導出した。あわせ
て、理論的・実践的含意および今後の研究課題を導出した。

研究成果の概要（英文）：First, based on theoretical research, we systematically organized the 
findings of prior research on overseas subsidiary management through organizational socialization, 
and clarified the research issues. Second, we conducted qualitative research mainly through case 
studies. Thirdly, we derived the hypotheses in this study through these theoretical and qualitative 
studies. Fourth, we verified hypotheses through quantitative studies. Fifth, we integrated the above
 three studies and derived the conclusions of this study. Furthermore, we derived theoretical and 
practical implications and future research issues.

研究分野： 国際経営

キーワード： 新興国　組織社会化　日本多国籍企業　海外子会社

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義として，これまで先行研究では十分に分析されてこなかった，新興国における海外子会社の
マネジメントのあり方，特に組織社会化のメリットとデメリットに着目して実証的に分析したことが考えられ
る。社会的意義として，日本多国籍企業における新興国子会社のマネジメントのあり方に関して，実証研究を通
じて一定の実践的指針を提示したことが考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
新興国における海外子会社マネジメントに関する研究は、理論と実践の両面からますます重

要性が高まっている。 
 
(1)理論的重要性 
主な理論的重要性として、次の３点が挙げられる。第１に、新興国の台頭という事象そのも

のが比較的近年の現象であるため、まだ当該研究の蓄積が乏しいことである。第２に、既存の
海外子会社のマネジメントに関する研究は主に先進国における子会社を対象としているが、新
興国への適用可能性はまだ明らかではない。したがって、その検証が重要な研究課題となって
いる点である。第３に、なかでも、新興国子会社を対象とした組織社会化に関する研究はさら
に乏しい。また、先進国と新興国に限らず、海外子会社を対象とした組織社会化は、総じてメ
リットが強調されデメリットに関しては議論されてこなかったため、さらなる研究が求められ
る点である。 
 
(2)実践的重要性 
 主な実践的重要性として、次の２点が挙げられる。第１に、言うまでもなく、多国籍企業に
おいても新興国市場の重要性が増しているため、現地でのマネジメント手法に関するさらなる
研究の蓄積が求められている点である。第２に、特に日本多国籍企業においては、組織社会化
を通した海外子会社マネジメントが強化される傾向が強いことが考えらえるが、そのメリット
とデメリットに関する実証的な研究が求められている点である。 
 
２．研究の目的 
 以上の研究の背景を踏まえて、本研究では、日本企業の最重要課題の１つである新興国市場
戦略を対象に、どの程度日本流のものの考え方を適用し、どの程度現地流の考え方を尊重すべ
きかに注目して分析する。新興国において先進国企業が固有の強みを活かした事業を展開する
ためには、各企業固有の思想や文化を現地従業員が理解する必要がある。しかし、現地市場で
受け入れられるためには、現地の思想や文化を、深く理解することもまた求められる。この 2
者のバランスをどう取り、どのように両立していくかといった組織社会化の問題は、上述した
ように理論・実践の両面から重要な研究課題であることが考えられる。本研究では、こうした
組織社会化の問題を中心に、新興国における望ましい海外子会社マネジメントのあり方を解明
することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、理論研究、定性研究、定量研究の３つの研究方法を用いて実施した。以下の各
研究方法（概要）を統合し、本研究の結果を導出した。 
 
(1)理論研究 
 本研究では、国際経営論、経営戦略論、経営組織論をはじめ関連する先行研究の検討にもと
づく理論研究を実施した。これらの研究成果は、仮説の構築および理論的含意の導出等へと活
かされた。また、適時、定性研究と定量研究へとフィードバックし、研究の理論的基盤の強化
に努めた。 
 
(2)定性研究 
 定性研究では、主に日本多国籍企業を対象に、新興国子会社とその本国親会社および新興国
市場に関する１次資料と２次資料を収集して事例研究を行った。１次資料および２次資料の収
集に際しては、タイ、インドネシア，マレーシア等の比較的経済発展の進んだ新興国およびラ
オス、ミャンマー、カンボジアといった、前者と比較すると経済発展が進んでいない位置づけ
の新興国も対象とした。 
１次資料は、主に、こうした各新興国の日本企業の現地法人（海外子会社）および日本親会

社を対象としたインタビュー調査を通じて収集した。２次資料は、同じく新興国子会社および
その本国親会社に関するパイロット・スタディおよび学術誌、新聞、ビジネス系雑誌記事等の
広範な渉猟を通じて収集した。これらの成果は、上述の理論研究の成果と統合し仮説の構築へ
と活かされた。また、後述する定量研究結果の補完や追試および実践的含意の導出へも活かさ
れた。 

 
(3)定量研究 
 定量研究では、日本多国籍企業の新興国子会社を対象とした質問票調査を実施した。上述の
理論研究および事例研究の結果を踏まえて、1)当該子会社の基本情報、2)組織体制、3)活動内容、
4)能力、5)戦略的重要性、6)イノベーション、7)現地化の程度、8)本国親会社との関係（コント
ロール，コミュニケーション）、9)現地環境の各組織との関係、10)財務業績といった各成果，
等に着目した質問票を設計した。質問票調査を通じて収集した１次資料の定量分析の結果は、
仮説の検証および実践的含意の導出へと活かされた。 



４．研究成果 
 以上の３つの研究結果を統合し、本研究の結果を導出した。主な本研究の成果（概要）には、
以下のようなことが考えられる。なお、これらの研究成果は後述するように適宜、国内外の学
術論文、学会発表等の形で公表された。 
 
(1)組織社会化 
 概して、本国親会社の組織文化を新興国子会社へも浸透させる組織社会化を通じたコントロ
ールは、本国親会社の知識（経営方式、技術、生産方法等）の移転を促進する一方で、現地の
知識創発（現地独自のイノベーション、現地向けの経営活動の改良等）を抑制する可能性が明
らかとなった。また、新興国においては、本国親会社の知識移転の重要性はさりながら、現地
向けの知識創発が重要になる可能性も明らかになった。したがって、新興国子会社における組
織社会化を通じた海外子会社マネジメントは、メリットだけではなくデメリットも生じる可能
性が明らかになった。他方、親会社と現地環境の文化を融合したマネジメントの Crossvergence
の有効性等が示唆されている。 
 これらの研究結果は、日本多国籍企業のこれまでの組織社会化を通じたコントロールのあり
方に修正が求められている可能性を示唆している。 
 
(2)その他の本国親会社のコントロール 
 上述の議論とも一部重複するが、本国親会社のコントロールは理念や組織文化の共有・浸透
を通じた非公式的なコントロール（組織社会化を通じたコントロール）だけではなく、集権化
といった公式的なコントロールも本国親会社から新興国子会社への知識移転を促進する一方で、
現地の知識創発やそれに類する活動を抑制する可能性が示唆された。このことは、組織社会化
に限らず、本国親会社によるコントロール全般を見直し、海外子会社への分権化を検討する必
要性を示唆しているといえる。 
 
(3)現地環境（新興国の環境）の活用および現地環境への適応 
 他方、新興国の現地環境への埋め込みは、海外子会社の知識創発を促進する可能性も明らか
になった。これまで、新興国は先進国と比べると経営環境の成熟度合いが乏しいことから、現
地環境への埋め込みはそれほど重視していなかった企業も多かったことが考えられる。他方、
先進国の環境との相違から、いっそうの現地適応が求められる可能性も考えられていた。たと
えば、新興国市場では流通チャネルの構造が二重になっており、当初は予期していないことで
あったが、この二重構造に柔軟かつ積極的に対応した海外子会社が比較的成功裡に新興国ビジ
ネスを実施している事例も見られた。そこでは、組織社会化を通じた海外子会社マネジメント
にも各社なりの柔軟な運用が意図されていた。このように、本研究の結果は後者の立場を示唆
しており、日本多国籍企業においては新興国の現地環境への適応とともに、その環境を活用す
るような積極的な取り組みを検討する必要性が示唆された。 
 
(4)新興国子会社間のネットワーク 
 さらに、当該新興国だけではなく、新興国に立地する各海外子会社間のネットワークを活用
する重要性も示唆された。たとえば、ある新興国子会社で生まれたイノベーションやノウハウ
を別の新興国子会社で活用することで、効率的な知識移転とイノベーションの創出を可能とし
た事例が見られた。これらの結果より、新興国の海外子会社マネジメントにおいては、本国と
現地（当該新興国）のみならず、第三の新興国をも積極的に考慮したマネジメントがより望ま
しい可能性が明らかになった。 
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